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アンケートの方法

［中小企業庁実施アンケート］

○みずほ総合研究所に調査を委託し、無作為抽出した２万５千者の個人事業主にアンケート調査票を送付。

○調査期間：平成２１年２月１３日（金）～２月２７日（金）

○回収率：１７．６％

［中小企業基盤整備機構実施アンケート］

○小規模企業共済制度に現在加入している個人事業主５千者を無作為抽出し、アンケート調査票を送付。

○調査期間：平成２１年２月２０日（金）～３月６日（金）

○回収率：３２．４％
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○「個人事業主本人のみ」又は「個人事業主と家族従業員」で事業を営んでいる個人事業主が60～70％。（P8参照）

○家族従業員の約90％が配偶者又は子供。（P9参照）

○個人事業主が「共同経営者」と認識している家族従業員の約90％が配偶者又は子供。「共同経営者」と認識されている
家族従業員の労働時間については、約80％が個人事業主本人と同程度以上。（P10,11参照）

○個人事業主が「後継者」と認識している家族従業員の約95％が配偶者又は子供。「後継者」と認識されている家族従業
員の労働時間については、約90％が個人事業主本人と同程度以上。（P13参照）

○多くの場合、「後継者」とは、何らかの形で事業に従事することが前提となっている。（P14参照）

○家族従業員の労働時間については、70～80％が個人事業主本人と同程度以上。配偶者又は子供の場合に限れば、
80～90％が個人事業主本人と同程度以上。（P16,17参照）

○個人事業主の場合、「相続」＝「事業承継」というケースが多い。（P18参照）

○50～60％の個人事業主は、「相続によって、事業の運転資金に必要な現預金を確保することができた」と回答しており、
確保できなかったケースでは、金融機関からの借入れや自分の現預金で対応している。（P20参照）

アンケート結果のポイント
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40～50歳未満

50～60歳未満

60～70歳未満

70～80歳未満

80歳以上

(n=3,665)

個人事業主の年齢構成

○回答者の約70％が60歳以上であり、個人事業主の高齢化が進展していることが分かる。
○中小機構アンケートでは、小規模企業共済制度への加入者を対象としており、共済制度においては65歳が老齢給付と
されているため、60歳未満の割合が相対的に高くなっている。
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(n=1,600)

中小企業庁アンケート 中小機構アンケート
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（n=3,625）

個人事業主の業種構成

○中小企業庁アンケートでは、一般サービス業や製造業の割合が高いのに対して、共済加入者を対象とした中小機構ア
ンケートでは、一般サービス業に続き、資格業や小売業の割合が高くなっている。

中小機構アンケート
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500万円未満

500万円～1,000万円未満

1,000万円～2,000万円未満

2,000万円～3,000万円未満

3,000万円～5,000万円未満

5,000万円以上

主たる事業の収入（売上）

(n=3,595)

個人事業主の収入

○収入については、中小企業庁アンケートによると、回答者の約70％が1,000万円未満と回答。中小機構アンケートによ
ると、回答者の約50％が1,000万円未満と回答。

○小規模企業共済制度の加入者の収入は相対的に高くなっている。
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3,000万円～5,000万円未満

5,000万円以上

（n=1,590）

中小企業庁アンケート 中小機構アンケート

主たる事業の収入（売上）
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500万円～1,000万円未満

1,000万円以上

主たる事業の所得（利益）

（n=1,573）

個人事業主の所得

○所得については、中小企業庁アンケートによると、回答者の約50％が赤字を含め100万円未満と回答。中小機構アン
ケートによると、回答者の約30％が赤字を含め100万円未満と回答。

○収入同様、小規模企業共済制度の加入者の所得は相対的に高くなっている。

中小企業庁アンケート 中小機構アンケート



91.1%

8.9%

青色申告

白色申告

回答者の納税申告方法

（n=1,599）

中小企業庁アンケート

中小機構アンケート
29.8%

70.2%

加入している

加入していない

小規模企業共済制度に加入している回答者の割合

(n=3,563)

92.2%

7.8%

青色申告

白色申告

(n=1,056)

小規模企業共済制度に加入している回答者の納税申告方法
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個人事業主の申告方法

○小規模企業共済制度の加入者の約90％は青色申告者。

共済加入者のみを分析
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個人事業主の従業員の属性

(n=1,453)
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個人事業主の雇用実態①
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個人事業主の従業員数（常時雇用者数）

(n=3,613)
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事業主本人のみ

事業主と家族従業員のみ

事業主と家族従業員と家族
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事業主と家族外従業員のみ

(n=3,572)

個人事業主の従業員の属性

42.0%

24.2%
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1.3%3.3%
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0人（事業主のみ）

1人
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6～10人

11～20人

21人以上

個人事業主の従業員数（常時雇用者数）

（n=1,587）

○個人事業主の約80％は、従業員2人以下の零細企業。
○60～70％は、「事業主本人」又は「事業主と家族従業員のみ」で事業を営んでおり、個人事業主の多くは、家族経営の
零細企業であることが分かる。

中小企業庁アンケート 中小機構アンケート



9

63.3%

25.4%
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6.5%

配偶者

子供

父母

その他

個人事業主の家族従業員（個人事業主本人との続柄）

(n=1,960)

個人事業主の雇用実態②

○家族従業員の約90％は配偶者又は子供である。

81.4%

13.2%

3.5%

2.0%

配偶者

子供

父母

その他

個人事業主の家族従業員（個人事業主本人との続柄）

(n=1,009)

中小企業庁アンケート 中小機構アンケート
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「共同経営者」について①

○中小企業庁アンケートによると、「共同経営者」がいると回答した個人事業主は127人。他方、「共同経営者」たる家族従
業員がいると回答した個人事業主は115人。

○中小機構アンケートによると、「共同経営者」がいると回答した個人事業主は77人。他方、「共同経営者」たる家族従業
員がいると回答した個人事業主は68人。

「共同経営者」と認識されている者の大半は家族従業員

○中小企業庁アンケートによると、「従業員数よりも家族従業員数が多いケース（例：従業員数は0人と回答しつつ、家族
従業員がいると回答したケース）」が全体の約25％を占め、家族従業員は従業員としてではなく、経営陣として認識され
る場合もある。

○なお、共同経営者たる家族従業員の90％以上が、配偶者又は子供となっている。

67.2%

24.4%

5.3%

3.1%

配偶者

子供

父母

その他

共同経営者たる家族従業員の続柄

(n=131)

78.8%

17.6%

1.2% 2.4%

配偶者

子供

父母

その他

(n=85)

共同経営者たる家族従業員の続柄

中小企業庁アンケート 中小機構アンケート
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17.3%
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17.3%

6.8%

事業主以上

事業主と同程度

事業主の半分程度

少し手伝っている程度

共同経営者たる家族従業員の労働時間

(n=133)

24.7%

54.3%

16.0%

4.9%

事業主以上

事業主と同程度

事業主の半分程度

少し手伝っている程度

共同経営者たる家族従業員の労働時間

(n=81)

「共同経営者」について②

○「共同経営者」と認識されている者の約80％は、個人事業主と同程度以上の労働時間と回答。

中小企業庁アンケート 中小機構アンケート
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21.2%

78.8%

後継者はいる

後継者はいない

(n=1553)

20.2%

79.8%

後継者はいる

後継者はいない

（n=846）

「後継者」について①

○「後継者」がいると回答した個人事業主の割合は約20％。

中小企業庁アンケート 中小機構アンケート
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子供

父母

その他

「後継者」たる家族従業員の続柄
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事業主以上

事業主と同程度

事業主の半分程度

少し手伝っている程度

「後継者」たる家族従業員の労働時間

（n=126）

「後継者」について②
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○「後継者」と認識されている者の約95％は、個人事業主本人の配偶者又は子供。
○「後継者」と認識されている者の約90％は、個人事業主本人と同程度以上の労働時間。

中小企業庁アンケート 中小機構アンケート
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回答者が自身を先代の事業を承継する後継者であると認識した契機
（複数回答）（％）
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「後継者」について③

中小企業庁アンケート 中小機構アンケート

○多くの場合、「後継者」とは、何らかの形で事業に従事することが前提となっている。
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（％）

回答者が自身を先代の事業を承継する後継者であると認識した契機
（複数回答）

※回答者である個人事業主が、自身の事業承継に際しての回答。
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76.1%

22.4%

0.5%

0.5%

0.1% 0.0%

0.4%

創業者

同族承継

買収

内部昇格

外部招聘

出向

分社化の一環

(n=52,388)

37.0%

39.9%

2.4%

0.6%

20.1%
配偶者

子供

親族

非同族関係者

後継者はいない

(n=35,992)

個人事業主への就任経緯 個人事業主の後継者の属性

（出典：帝国データバンクDB再編加工）

（参考）「後継者」の属性



13.4%

56.0%

21.7%

8.9%

事業主以上

事業主と同程度

事業主の半分程度

少し手伝っている程度

(n=1870)

家族従業員の労働時間①

○家族従業員の60～80％は、個人事業主本人と同程度以上の労働時間となっている。

10.4%

52.3%

24.6%

12.7%

事業主以上

事業主と同程度

事業主の半分程度

少し手伝っている程度

（n=1,021）
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中小企業庁アンケート 中小機構アンケート

※これまでの分析から明らかなように、個人事業主の｢共同経営者｣・「後継者」とは、「個人事業主の配偶者又は子供で
ある家族従業員」であって、「個人事業主本人と同程度以上の労働時間」である場合が多い。

※このため、家族従業員の労働時間についてアンケート結果の分析を行う。



※一事業主当たりの、事業主と同程度以上に働く家族従業員数
＝1.25人（事業主と同程度以上に働く家族従業員数＝640人、
そのような家族従業員がいると回答した事業主数＝511人）
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※一事業主当たりの、事業主と同程度以上に働く家族従業員数＝1.4
人（事業主と同程度以上に働く家族従業員数＝1487人、そのような
家族従業員がいると回答した事業主数＝1,048人）

7.3%

59.0%

24.9%

8.8%

事業主以上

事業主と同程度

事業主の半分程度

少し手伝っている程度

配偶者たる家族従業員の労働時間

(n=1164)
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54.9%

9.5%

4.7%

事業主以上

事業主と同程度

事業主の半分程度

少し手伝っている程度

子供たる家族従業員の労働時間

(n=443)

○個人事業主本人と同程度以上の労働時間である配偶者、子供は80～90％となっており、多くの配偶者や子供は、個人
事業主と一体となって、事業に従事していることが分かる。

家族従業員の労働時間②

6.2%

53.3%

27.3%

13.2%
事業主以上

事業主と同程度

事業主の半分程度

少し手伝っている程度

配偶者たる家族従業員の労働時間

（n=666）

23.9%

59.3%

12.0% 4.8% 事業主以上

事業主と同程度

事業主の半分程度

少し手伝っている程度

子供たる家族従業員の労働時間

（n=209）

中小企業庁アンケート 中小機構アンケート
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10 

20 

30 

40 

50 

60 

先
代
の
廃
業
届
及
び
ご
自

身
の
開
業
届
を
提
出
し
た

段
階

各
種
免
許
等
の
名
義
の
書

き
換
え
を
行
っ
た
段
階

事
業
の
た
め
に
個
人
資
産

を
担
保
と
し
て
提
供
し
た

段
階

事
業
目
的
の
借
入
れ
の
保

証
人
に
な
っ
た
段
階

先
代
が
死
亡
し
た
段
階

事
業
用
の
資
産
と
い
え
る

よ
う
な
資
産
は
特
に
な
い

未
だ
先
代
の
名
義
の
ま
ま

で
あ
る

そ
の
他

(n=901)

事業用の土地や建物の所有権の名義書換えをした段階（複数回答）
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10 
15 
20 
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35 
40 
45 
50 

先
代
が
廃
業
届
を
提
出

し
、
自
身
の
開
業
届
を
提

出
す
る
こ
と

各
種
免
許
等
の
取
得
又

は
名
義
を
ご
自
身
に
変
更

す
る
こ
と

主
な
事
業
用
資
産
を
先

代
よ
り
ご
自
身
が
取
得

す
る
こ
と

自
身
が
事
業
の
為
に
個
人

資
産
を
担
保
と
し
て
提
供

す
る
こ
と

ご
自
身
が
事
業
目
的
の
借

入
れ
の
保
証
人
に
な
る
こ

と

先
代
の
財
産
の
相
続

そ
の
他

(n=886)

先代からの事業承継が完了した行為（複数回答）
（％）

（％）

18

事業承継の実態①

○個人事業主の場合、「相続」＝「事業承継」というケースが多い。事業用資産の取得も、先代経営者の相続によるケー
スが多い。

中小企業庁アンケート 中小機構アンケート
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10 
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25 
30 
35 
40 
45 
50 

先
代
が
廃
業
届
を
提
出

し
、
自
身
の
開
業
届
を
提

出
す
る
こ
と

各
種
免
許
等
の
取
得
又
は

名
義
を
ご
自
身
に
変
更
す

る
こ
と

主
な
事
業
用
資
産
を
先

代
よ
り
ご
自
身
が
取
得
す

る
こ
と

自
身
が
事
業
の
為
に
個
人

資
産
を
担
保
と
し
て
提
供

す
る
こ
と

ご
自
身
が
事
業
目
的
の
借

入
れ
の
保
証
人
に
な
る
こ

と

先
代
の
財
産
の
相
続

そ
の
他

(n=356)

（％）
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先
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の
廃
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及
び
ご
自

身
の
開
業
届
を
提
出
し
た

段
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各
種
免
許
等
の
名
義
の
書

き
換
え
を
行
っ
た
段
階

事
業
の
た
め
に
個
人
資
産

を
担
保
と
し
て
提
供
し
た

段
階

事
業
目
的
の
借
入
れ
の
保

証
人
に
な
っ
た
段
階

先
代
が
死
亡
し
た
段
階

事
業
用
の
資
産
と
い
え
る

よ
う
な
資
産
は
特
に
な
い

未
だ
先
代
の
名
義
の
ま
ま

で
あ
る

そ
の
他

(n=361)

（％）
中小企業庁アンケート 中小機構アンケート



19

事業承継の実態②

○回答者の約70％が、先代経営者からの相続に際して、すべての事業用資産を取得できたと回答。

中小企業庁アンケート 中小機構アンケート

27.2%

37.7%

29.8%

5.3%
後継者であった自分が先代

経営者の全ての財産を相続

後継者であった自分が事業

用資産を相続し、他相続人

がそれ以外の財産を相続

事業用資産についても、一部

を他の相続人が相続

その他

先代の財産の相続時における
事業主（回答者）と他の相続人との財産の分割の仕方

(n=114)

29.0%

46.1%

17.6%

7.3%
後継者であった自分が先代

経営者の全ての財産を相続

後継者であった自分が事業

用資産を相続し、他の相続人

がそれ以外の財産を相続

事業用資産についても、一部

を他の相続人が相続

その他

(n=245)

先代の財産の相続時における
事業主（回答者）と他の相続人との財産の分割の仕方



事業承継に際して不足した現預金を確保した方法（複数回答）

（％）
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預
貯
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を
事
業

用
資
金
に
充
当
し
た

金
融
機
関
か
ら
借
り
入
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人
な
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ら
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り
入

れ
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資
金
に
見
合
っ
た
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模

に
な
る
よ
う
に
事
業
を

縮
小
し
た

そ
の
他

(n=248)

20

事業承継の実態③

○50～60％の個人事業主は、「相続によって、事業の運転資金に必要な現預金を確保することができた」と回答。
○相続によって確保できなかった場合には、金融機関からの借入れや自分の現預金で対応している。

中小企業庁アンケート 中小機構アンケート
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に
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小
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そ
の
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(n=96)


